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社会資本整備審議会 道路分科会 第３回事業評価部会 

平成２３年５月２７日 

 

 

【内海総務課長】  おはようございます。まだちょっと見えていない先生がいらっしゃ

いますけれども、定刻でございますので。 

【家田部会長】  半分いないけれども、いいんですか。 

【内海総務課長】  定足数は足りておりますので。 

【家田部会長】  そうですか。 

【内海総務課長】  第３回の事業評価部会を開催させていただきます。本日はお忙しい

ところ、まことにありがとうございます。 

 それでは、開会に当たりまして菊川道路局長からごあいさつ申し上げます。 

【菊川道路局長】  道路局長の菊川でございます。きょうは社会資本整備審議会の道路

分科会第３回事業評価部会ということでございます。部会長の家田先生はじめ委員の先生

方におかれましては、お忙しい中をご出席賜りまして、まことにありがとうございます。 

 太田先生、いらっしゃいました。よろしくお願いいたします。 

 道路の事業評価につきましては、いろいろ３便益でＢ／Ｃをやっておるわけでございま

すけれども、今回の大震災でも、特に緊急輸送路とか道路がやはり多くの役割を果たした

わけでございまして、今般のこういう大きな震災を受けまして、そういった教訓を踏まえ

てということも、これまでもそういう議論はしておりましたけれども、今後の事業評価の

あり方についてこの部会でご審議をお願いするというものでございます。 

 それからもう１点は有料道路事業の活用でございまして、大畠大臣から社会資本整備審

議会へ諮問させていただいております大都市部の一般国道の環状道路でございます。具体

的には首都圏中央連絡自動車道と東海環状自動車道でございます。これら有料道路事業の

活用についての事業主体、そして施行区分についてご意見を賜りたいというところでござ

いまして、本日の部会におきましてご意見をいただければありがたいというふうに考えて

おります。 

 限られた時間でございますけれども、どうかよろしくお願い申し上げます。 

【内海総務課長】  それでは最初に、お手元の資料を確認させていただきます。 

 クリップを外していただきますと、座席表、委員名簿、議事次第とございます。それか
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らその下に資料１、資料２とございます。それからさらにその下に参考資料１、新聞の切

り抜いたもの、参考資料２とございます。それから一番下に事業評価に係る通達集という

別冊がございます。漏れている資料がございましたらお知らせいただけますようにお願い

いたします。 

 また、本日の部会の議事につきましては、運営規則７条１項に基づいて公表といたして

おりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、委員のご紹介に移らせていただきます。 

 事業評価部会の委員につきましては、先般、委員の任期到来に伴う改選が行われました。

結果的に前回と交代はございませんが、改めて名簿の順でご紹介させていただきます。 

 （各委員を紹介） 

【内海総務課長】  なお、田村委員におかれましては、本日おくれて見えると思われま

す。また、石田東生委員、上村多恵子委員、竹内健蔵委員につきましては、本日所用によ

り欠席とご連絡をいただいております。 

 本日ご出席いただく委員の方、総員８名中現在のところ４名、５名の予定でございます

ので、定足数を満たしておりますことをご報告申し上げます。 

 それでは、以下の議事の進行を家田部会長にお願いいたします。 

【家田部会長】  それでは始めさせていただきます。きょうは議題が、審議事項が２つ

ございます。震災の絡みと、それから道路事業の事業主体、施行区分について、合併型の

方式に関する議論でございます。 

 １個目につきましては、もう改めて言うまでもありませんけれども、震災で、道路に日

常の機能とは別の機能を要請するという考えが、国民的に、もしくは現場的に非常に盛り

上がっている中で、だけど一方で、人口も減るというような状況があったり、あるいはお

金もかかるというような状況があると、要るから要るんだというようなたぐいの話で済ま

ないことはもちろんだから、どんなような秩序やルールをつくっていくのがいいのか、そ

の辺に関する重要な議論かと思います。 

 後半につきましては、利用者の負担というような世界と、それからそうではなくて、広

く税金によってつくっていくという世界が、道路には２つの種類があるわけですけれども、

鉄道にしてもどこにしてもここにしても、そういういわば両方の要素を上手にブレンディ

ングしながらつくっていくというのが１つの世界的トレンドなんだけれども、それをうま

いこと、合理的で、しかもオープンで納得できるようなものにするという、そういうとこ
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ろの第一歩じゃないか、そのような話でございます。 

 それでは早速議事に入りたいと思います。では、まず議題１について事務局からご説明

をお願いします。 

【石原道路事業分析評価室長】  それでは、資料１の「震災等を踏まえた今後の事業評

価のあり方について」説明をさせていただきます。 

 まず１ページでございます。これは現行の道路事業の評価手法についてでございます。

ご存じのように、道路事業、街路事業に係る事業評価につきましては、事業採択の前提条

件を確認した上で、費用便益分析、事業の影響、実施環境を俯瞰して採択の可否を判断す

る、こういうものになってございます。 

 次が２ページでございます。この事業評価につきましては、これまでも本部会等におき

ましてご意見をいただいてきたところでございますので、ご紹介をさせていただきたいと

思います。ここに記載しておりますように、現状の３便益による評価方法では、安全・安

心等といた観点からの効果が十分評価できていない、別の観点からの評価が必要なのでは

ないかといったようなご意見を多くいただいております。 

 それから３ページでございます。先般、月曜日でございましたが、５月２３日に開催さ

れました道路分科会におきましても、Ｂ／Ｃ等の事業評価につきましてご意見をいただい

たところでございますので、ご紹介させていただきたいと思います。 

 多くの委員の方からＢ／Ｃの評価による限界、多面的な評価システムの必要性。それか

ら災害時の機能確保の視点からはこれまでの評価と違った評価が必要なのではないか。そ

れから、事業評価の多様化と透明性、こういったトレードオフの関係にあるところではあ

りますが、評価の根幹部分につきましては単純化していくべき。それから発生確率につき

ましては、今回のような１,０００年に一度とか５００年に一度といった災害によって、

これまでと違った判断基準を持たざるを得ないのではないか、こういった意見をいただい

ております。 

 ４ページでございます。この４月１日に、平成２３年度の予算に向けまして、防災面の

効果の大きい事業につきまして再評価を施行させていただいております。今回は防災面の

効果につきましては、貨幣換算化した便益やそのほかの効果を整理した上で、便益が費用

を上回るということを確認するということにして行っております。 

 具体的には５ページ、６ページに掲載をしておりますが、６ページを見ていただきたい

と思いますけれども、具体的な評価としましては、効果のところに書いておりますが、災
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害時の迂回解消を含む走行時間の短縮等、それから災害による被害の回避、それから地域

住民の不安感の解消等、これはＣＶＭによって評価をしたところでありますが、こうした

効果につきましては貨幣換算をした便益として、それからそれ以外につきましても総合的

に整理をした上で、便益が費用を上回るということを確認したものでございます。 

 それから７ページでございます。７ページからは、今回の検討のベースとなります３月

１１日に発生した東日本大震災における道路の役割について紹介をさせていただきたいと

思います。 

 まず最初に、救助・救援のためのルートの確保という観点でございます。国土交通省で

は、発災後すぐさま津波で大きな被害が想定された東北沿岸部への進出を図るために、高

速道路、国道等から成るいわゆるくしの歯型のルートを設定して、高速道路会社等とも協

力をして早期啓開するということで、早期の救助・救援あるいは復旧活動を支えるという

ことをやってまいりました。特に発災初期には、他の交通機関もなかなか輸送ができない

という中で、こういったことによる効果というものは大変大きいものがあったと考えてお

ります。 

 それから８ページでございます。これまでも震災等で道路の損壊等がございましたので、

そうした教訓から橋梁の補強をやってきておりますので、その紹介でございます。今回の

震災におきましても、対策を実施した橋梁につきましては、落橋等の致命的な被害は防ぐ

ことができております。こうしたことが早期啓開を可能にしたものと考えております。 

 ９ページは耐震補強の概要ですが、詳細な説明は今回は省略させていただきたいと思い

ます。 

 それから１０ページをお願いいたします。今回の震災において、左下の地図にあります

ように、海岸べりにあります三陸縦貫道が住民の避難や復旧のために大変大きな効果を上

げたものでございます。この道路は、現在開通率が５０％ちょっとといったような道路で

ございまして、つながっていない区間も多くあるということですが、津波浸水域を避けて

高台に計画した高速道路であったという要因もあって、こうした役割を果たせたものと考

えております。 

 それから１１ページでございます。１１ページも、これは救援物資の搬送等に、道路と

いうことであれば、ネットワークの効果が大きく発現された事例ということで紹介させて

いただいています。今回の震災では、発災後に東北道、常磐道といった道路がとまってし

まいました。その代替として、東北方面への物資というのは日本海側の北陸道あるいは関
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越道を通して送り届けるということで、ここには交通量の増減で、赤いほうは震災後に交

通量が増加しております。青いほうは減っている、こういったところでそういったものが

見てとれるのではないかと考えております。 

 それから１２ページでございます。道路の本来の機能とは異なってはおりますが、副次

的な機能、効果ということになります。盛り土構造によって周辺よりも高い仙台東部道路

におきましては、住民の避難場所あるいは内陸部へのがれきの流入を抑制したといった防

波堤の効果、こういったものが発揮されたというものでございます。 

 それから１３ページ、１４ページにつきましては、過去の震災においても道路のネット

ワークということで機能した事例でございます。１３ページにつきましては、阪神・淡路

大震災におきましては、中国道、舞鶴道が、それから１４ページにつきましては中越地震

の際の磐越道、上信越道がそれぞれ代替ルートとして大きな役割を果たした事例でござい

ます。 

 それから１５ページでございます。具体的な事例を１つ紹介させていただきたいと思い

ますが、この３月、震災の前ですが、釜石山田道路が開通いたしました。この道路は、先

ほどの三陸縦貫道の一部をなす道路でございますが、津波浸水域、この下の地図の黄色い

部分でございますが、これを回避するルートであったということから、今回の津波では大

きな損傷もなく、緊急輸送路、生活道路、避難路として大きな役割を果たしたものでござ

います。これにつきましては、釜石市長さんから、衆議院の総務委員会にご出席された際

に、小学校、中学校の生徒たちがこの道路を使って避難したといったような発言を頂いて

いるということでございます。 

 １６ページでございます。この釜石山田道路でございますが、平成２２年度の再評価を

行っております。この再評価の際には、上のほうに書いておりますけれども、費用便益比

（Ｂ／Ｃ）は１.０１ということで、大変厳しい評価結果というものでございます。これ

は今までありましたように、これまでの３便益の評価では、今まで紹介しました震災等の

役割が十分評価されていないのではないか。冒頭にご紹介させていただきましたように、

本部会のご意見とも合致したといったような結果になっていると考えております。 

 １７ページでございます。こうした状況から、今回、検討課題を設定させていただきま

した。検討課題としまして、現行の３便益で十分に評価できない道路の機能、効果等につ

いて適切に事業評価へ反映する手法はどうあるべきか。特に今回の震災における防災面で

の道路の役割等を踏まえて検討したい、こう考えております。 
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 本日は、この検討課題につきまして３つほど論点を提示させていただいております。１

８ページでございます。まず論点の第１としましては、どのような防災面での機能、効果

を評価するかといった点でございます。今回の震災のような壊滅的な被害が発生した場合、

こうした場合でも道路は早期に啓開し、緊急輸送ルートとして大きな機能を発揮するとい

うこと。これは特にネットワークによる効果の発現が大きいということが明らかになりま

した。また、津波来襲時の避難路、それから被災後の生活幹線としての機能、また、盛り

土構造による津波せきとめ効果、または避難場所としての効果、こういったものが明らか

になりました。こうした機能、効果を事業評価に活用しようとした場合、何を評価するの

かといった論点があります。 

 また、こうした壊滅的被害のほかに、毎年のように繰り返される土砂災害等に対する評

価、これはこの４月１日に再評価として試行し公表させていただいておりますが、さらに

検討すべき点、見直すべき点はないかといった論点がございます。 

 １９ページでございます。２つ目は、こうした防災面の機能、効果をいかに評価するか

ということでございます。これはこれまでもご議論いただいてはおりますが、貨幣換算化

して現行便益に加えるのか、貨幣換算化せずに別の観点にて評価するのかといったところ

が具体的な論点ではないかと考えております。加えまして、下の２つ目の点に書きました

が、貨幣換算をしない場合は、コストの評価をどうするのか、評価基準をどうするのかと

いった点もあります。それからネットワーク効果を考えるのであれば、評価単位はどうあ

るべきかといった点も論点になるかなと考えております。 

 それから２０ページでございます。３つ目の論点でございますが、評価手法の論理構成

（組み立て方）はいかにあるべきかということでございます。現行の評価手法は、最初の

１ページにありますように、事業の採択の前提条件を確認するというのがありました。こ

の中に費用が便益を上回っていること、円滑な事業執行の環境が整っていることというも

のがあります。一方、行政評価法によりますと、評価につきましては必要性、効率性、有

効性、またはその政策の特性に応じた必要な観点で評価する、こうなっております。そこ

で、道路事業の評価の論理構成につきましてもいま一度ご議論いただきたい論点と考えて

おります。 

 また、今回検討する防災面の評価手法、それから従来から実施しておりますＢ／Ｃを中

心とした評価手法の関係をいかに整理するかといった点、それから、これは道路分科会で

もございましたが、現行の評価手法のほかに道路事業に活用できる評価手法はないかとい
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った点につきましても論点と考えております。 

 以上３点、３つを論点としておりますが、欠けている点もあろうかと思いますので、こ

れに限らずご意見等をいただければ幸いと考えております。 

 それから最後に、今後のスケジュール感でございますが、口頭で恐縮でございますけれ

ども、今回の検討は今後の新規事業評価に反映させたいと考えておりますので、それに向

けて検討を進めたいと考えております。そうしますと、来年度のことであれば、地方小委

員会における議論等の時間もございますので、できましたら６月の下旬から７月の上旬ま

でには一定の成果を取りまとめたいと考えております。大変タイトなスケジュールで大変

恐縮でございますが、今回を含め今後のご審議をよろしくお願いしたいと思います。 

 以上でございます。 

【家田部会長】  どうもありがとうございます。 

 論点は後ろのほうに（１）、（２）、（３）とありまして、１つずつ別々に議論しなく

てもいいと思うので、（１）、（２）、（３）のあたりを意識していただきながら論点を

論ずるということだと思いますけれども。 

 手前のほうの質問なんかも込みにして、少し自由な発言をしてもらいましょうかね。き

ょうの時間的都合としましては、後ろの議題がもう１個あるので、大体この議題を１１時

くらいまでやっていいんじゃないかと思うので。そんな調子でお願いします。 

 どうぞ、順番は決めませんので自由にご発言いただきたいと思います。 

【原田委員】  資料の整理ありがとうございました。この２ページの一番下にあるよう

に、既にその方向で資料も整理されているんですが、命の道、別の観点で評価すべきだろ

うと。費用便益分析のような観点でいくと、相対的に時間を短縮するとか、そこの交通量

とか、そういうものの大小で決まってくるんですけれども、命の道という場合は、ある一

定の時間内に、ある速達性を持って、ある範囲の人々を何人カバーするかみたいな、そう

いう観点が明らかに違うと。だから費用便益分析とは違う観点のものを入れるべきだと、

これは明らかにそうではないかと思います。 

 ただそのときに、じゃあそういうものが必要だといったらどこまでつくるのかというの

があるので、この最後に３点ありましたけれども、必要性については今のような観点から

見て、効率性についてはやはり費用便益分析的なことも片方で一応やってみるということ

は必要じゃないかなというふうには考えています。それから最後の有効性というところは、

必要性のところは非常に単純にしておいて、有効性のところで防災拠点の役割とかいろい
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ろな多面的な役割があるというふうに書かれていましたけれども、そういうものをきちっ

と評価の手法の中に組み入れて、ここはこういう点がすぐれているなというのを見ながら

決める。必要性、効率性、有効性、まあきょうはこの枠組みを今ぱっと見たので、まあそ

んなことかなというふうに思います。 

 もう１つは、今回は災害時のことで命の道というのが非常に大きく出ているんですが、

前に議論したときに普通に頭に描いていたのは、急病人が出たときに高次医療のところま

できちんと運べるかというような、そういうことの命の道というのを入れて考えていたん

ですね。だから、そういうことも当然入ってくるんじゃないかと。僕はあまりよく知らな

かったので今回のことでちょっと見たら、救急車退出路というんですか、病院が高速道路

の近くに移転して、その高速道路のところに救急車がちょっと出れるという専用の退出路

を設けたのがかなりあって、石巻も少し内陸のところにあるみたいですけれども、ああい

う広域的な施設とインターのことも含めて一体的にやると。それは防災拠点の救助活動に

も役に立つだろうし、広域的な物流拠点をどこかに置いて、それと高速道路を一体にして

地域全体をカバーするというようなことも入ってくるだろうし、そういうつくり方のほう

も少し考えないといけないなというふうには思います。 

 それから家田先生が最初に言われましたけれども、大西先生のほうでやっている長期展

望委員会の、人口がどんどん減るよと。半分になっちゃうようなところもあると思うんで

すね。人口が非常に大きく減るような地域を含んでいるので、まちのほうのつくり方が、

いわゆるコンパクトというか集約型、あるところに比較的まとまって暮らすような、そう

いう集約的に居住し生活するような地域づくりというのを一緒にやっていかないと、いく

ら道路のほうがそれが必要だといっていても、先ほどのＢ／Ｃがものすごく低くなってし

まって、今は非常に皆さんの支持は得られるけれども、何かまた少し時間を置いて議論し

たときに、これは無理やりやったんじゃないかということになるといけないので、その辺

を上げるための努力、まちづくりとの連携というのが必要かなというふうに思います。 

 一応以上です。 

【家田部会長】  ほかにいかがでしょうか。ちょっとしばらくしゃべってもらってから

事務局に反応してもらいます。 

【田村委員】  私は、従来のＢ／Ｃの体系は体系で残し、安全・安心にかかわる議論に

関しては、災害時の機能確保ということを政策目標として財源調達の手続も政策評価も含

めて全く別途のものをつくったほうがいいという意見です。 
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 なぜそう思うかということなんですが、Ｂ／ＣにＣＶＭを入れて分析した例というのが

ありました。６ページでしょうか、地域住民の不安感の解消をＣＶＭで計測して１７５億

円というような数字が出てくる。しかし、この数字にはダブルカウントがあるということ

で、学問上、一般化できない。費用対効果の中で、我々が実感している道路の機能を具体

化させることは非常に難しいというのが私の結論であります。Ｂ／Ｃの原単位である命そ

のものの価値をどう見積もるかを見直しても、それに掛ける発生確率が低くて非常に小さ

な便益しか出てこないということであります。 

 じゃあ、どうやってやるのかという話なんですが、リスクという概念があります。それ

は、発生確率掛ける被害額。この被害額の部分は、たくさん人がいるところには当然被害

額が高くなっちゃうんですね。ですから、リスクが高いところはどこだと計算をずっとし

ていくと、どうしても大都市部の中とか、たくさん人が移動しているモビリティーの高い

ところのほうがリスクが高くなってきてしまう。リスクという概念を持ち込んで定量化し

たとしても、拾えないところが出てきてしまう。 

 そこで、私の意見は、ここからちょっとロジカルじゃないのでありますが、高速道路プ

ラス一般国道の二けた、そのぐらいの道路ネットワ－クを対象として、先ほどの三陸道と

国道 45 号ではありませんけれども、ダブルで入っているとか、そういう基準を作れない

かと考えます。道路ネットワ－クの形態を指標化して評価する。 

 そこであと２つだけ申し上げますが、実は阪神・淡路の後に、国土庁で、複数モードも

含めたリダンダンシー、リスクポイントの議論をたくさんしました。明石のところには重

要な鉄道網、幹線道路網が一箇所に集まっていて、そこが一回寸断されると、日本じゅう

に影響する。このような分析でわかったのは、箱根のところと、関門海峡と親不知、それ

から青函がリスクポイントであるということです。しかし、青函は流動量が少なくて外れ

ちゃったので、わが国には４つはリスクポイントがあるとされました。この経験から、わ

が国の高速道路と二けた国道のネットワークはどうあるべきかという安全・安心のネット

ワ－ク形態が示めせるのではないかという気がいたします。 

 それからもう１つです。これで最後ですが、Ｂ／Ｃと安全・安心というのは兄弟みたい

な関係にある。Ｂ／Ｃが高いところ、効率のいいところ、それから効率は悪いけれども安

全面から必要なところというのはそれぞれ正規分布をしているかもしれない。そして、１

軸上に右からＢ/Ｃの高い順番に、左から安全・安心上必要性が高い順番に、道路を並べ

ると、フタコブラクダのような形になるかもしれません。私は、このフタコブラクダの真
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ん中のへこんだ部分は一体何だというのがすごく気になっているんです。その意味は、真

ん中のところにやらなきゃいけない大事な部分が残っていて、ここに注目しないために、

実際被災しちゃうと大きな被害が起きちゃうところがあるのではないかという気がします。 

 なぜそんなことを申し上げるかというと、「荒廃するアメリカ」の７８年ぐらいのとき

の議論なんです。橋梁の点検をしてここの橋梁は耐震補強しましょうということを決めた

んですが、その成果指標として、何橋補強したかをアウトプット指標にしてしまったため

に、工事のやりやすいところから耐震補強をしてまった。早くやってほしいニューヨーク、

ニュージャージー州の一番肝心な道路が一番後回しになったというようなことがありまし

た。正規分布とフタコブラクダ、このあたりの言葉は私もあいまいで使っているんですが、

評価指標として、安全・安心とＢ／Ｃばかりに注目していて、安全・安心とＢ／Ｃに間に

重要な部分があるかもしれないので、そこのところはすごく注意しながらやったほうがい

いんじゃないかなというふうに思います。 

【家田部会長】  ありがとうございます。ちょっと１点だけ、今のところがよくわから

なかったので聞くんだけれども、経済効率的に判断していく世界と、安全のほうがあって、

その間というのは、具体的に言うとどういう場所がご心配ということか、もうちょっとご

説明いただけますか。 

【田村委員】  安全・安心をリスクで測る場合の落とし穴として、Ｂ/Ｃと同様に、交

通量が多いところほど、リスクの値が高くなってしまい、国民が求める安全・安心と異な

るものになってしまう。 

そこで、リスクではなくて、安全・安心を交通量に関係しない別の指標で計測する必要

がある。そしてそれが叶った場合に、Ｂ/Ｃと安全・安心の２つの指標をどのように使う

かという問題が生じる。その場合、Ｂ/Ｃの高い道路群と安全・安心から必要性の高い道

路群に大きく二分できるかどうか。二分されたときに、その間にあるＢ/Ｃもそこそこ高

く、安全・安心からの必要性もそこそこ高い道路とは、どういう道路なのかを見極める必

要があるということです。 

【家田部会長】  こういうことですね、安全・安心といっても、結局交通量や人口が寄

与するような姿でしか表現できないんだとすると……。 

【田村委員】  安全をリスクで測ることについては、そういうことです。 

【家田部会長】  結局これは両側のようでいて片側しかやっていない、そういうことで

すね。 
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【田村委員】  安全・安心をリスクで測ってもしょうがないということです。 

【家田部会長】  したがって、もっと人口希少地区であるとか、通常時には交通量が少

ないようなところは、その論理でいけば落ちちゃうよ、そういうことですね。 

【田村委員】  そういうことです。 

【家田部会長】  わかりました。 

【太田委員】  今の話は集計問題です。例えば、地域に貧富の差、所得の格差があった

場合に、豊かでない地域に２倍のウエートをつけたとしても、交通量が１０分の１だった

ら、いくらその地域に２倍のウエートをつけてあげたのですよといっても、結果としては

その地域の優先順位は落ちてしまう。そういう集計問題の話で、単純に集計していいのか、

もしくは別途違う尺度を入れるかということです。つまり、Ｂ／Ｃの限界の議論あるいは

Ｂ／Ｃで汲み取れない部分の話だと思います。 

【家田部会長】  どっちにしても、田村先生のご心配は、量のところの判断というのが、

今、太田さんが単に係数・ウエートとか言っちゃったけれども、その量の判断というのを

そんなに単純にしていいのかという問題提起ですね。 

【田村委員】  ということになります。 

【羽藤委員】  私、普段は高度モデルとかそういう数式の話をやっているので、論理的

にちょっと説明したいんですが、なかなかきょうはあまりできそうにないので、ちょっと

ご容赦いただきたいんですが、私も田村先生と同じようなことを非常に感じていまして、

多分、費用便益にのせようとすると、信頼性解析、要するにリンクをちょこちょこ切って

いって、切ったときにどうなるのかというシナリオ評価であるとか、あるいは構造物を強

くする、それによってフラジリティーカーブが変化して便益的にどうなるのか。さらにそ

れに人口を乗ずる、そうするとどうなるのかというふうにやると、一見リスクの評価みた

いなものはできるようになるわけですが、結局、すべての要素を対等にすべて並べて合算

してしまうと、多分、問題が抜け落ちる。要するに、地域安全保障のような問題が抜け落

ちるということですね。全部一緒くたに、要するにサムメンションをとることで抜け落ち

るので、このやり方はおそらくよくないというふうに私自身は思っています。 

 では、そのときに何が必要かというと、多分、国土論みたいな話になろうかと思います

が、あるいは地域計画でもいいんですが、ノードとリンクの投資のバランスの、そういう

観点で見たときに地域像をどういうふうに考えるのかという、多分ネットワーク計画の構

造の戦略、それをまず基盤に置くと。そこのところはおそらく地域安全保障的な考え方で
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考えたほうが頑健なのではないかということを感じています。 

 例えば、今回ご説明いただいたさまざまな資料がありますが、ネットワークが切れたこ

とでフローがさまざまに変化していますと。これはまあそうなんですね。過去の災害でも

さまざまな形で確かに変化しています。でもこれは、よくよく考えると、そのようにフロ

ー・オリエンテッドな国体というか地域の構造を我々は選択しているということになりま

すね。でもそれは、例えばおそらくよく言われるでしょうけれども、人口減少になってき

てなかなかお金も使えない中で、そういうふうにリダンダンシー、確かにそれでフローを

代替的に確保できていいんだけれども、それはほんとうに持続的なのかという話がどうし

ても問われてしまうでしょうと。ただ、今までこういうふうに投資をしてきているので、

日本という国土を文化的に、ロジスティクス的に、オペレーション的にどうやるのかとい

う、そういう選択もあり得ると思うんですね。それはおそらく、お金の問題もあるでしょ

うけれども、我々がどういう国土、あるいはどういう広域計画を選択するのかという選択

の問題なので、今まで投資してきた、あるいは文化とか歴史とかつながりの問題なので、

そこを早計に積み上げて議論することはなかなか難しいので、その構造の部分はおそらく

別途議論するべきだろうということを少し感じています。 

 それに関連してもう１点だけ言うと、ノードかリンクかという話でいくと、たしかに今

回の震災でくしの歯作戦はすばらしかったと思います。ものすごい勢いで啓開をやられて、

皆さん一体となってやられた、これはよかった。ただ一方で、ロジスティクスはかなり復

旧がおくれましたね。それはじゃあだれの問題なのかという話がある。それは別の省庁の

問題かもしれないし、物流事業者の問題かもしれませんが、結局、一体となって機能を発

揮しなかったというところをどう見るのか。ロジスティクスは、一般的によく言われます

が、リンクの問題とノードの問題があると。ノードの問題というのは、結局、荷役の施設

等がノードのところで寸断、要するに機能しなくなって、リンクが結果としてノードのと

ころで結ばれなかった。くしの歯作戦は非常によくいったんだけれどもノードが機能して

いなかったということですね。 

 そう考えると、緊急時にフローをどう流すのかという観点に立つと、我々は、ノードと

リンクの問題をやはり一体的に考えたような広域地方計画、あるいはロジスティクスのオ

ペレーション、あるいはサプライチェーンの評価、そういうことを考えていかなければな

らない。なぜなら、２０５０年、例えば首都圏であれば６５歳以上の世帯主は今の３倍に

なるわけですね。そうするとどうしても大きく、彼らみずからが動いていくというよりは、
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ロジスティクスをうまく回して地域の中に届けるというような機能としての、おそらく高

速道路のネットワークの重要性は増してくる、そのときに、ではノードあるいはリンクの

組み合わせはどういうふうな機能分担をされるべきなのか、こういうことも当然議論され

るべきでしょうし、首都の直下の震災が起こったときに、では圏央道とかそういうものの

機能というのはどうあるべきかなどという議論も、当然ノードとリンク一体的な議論が必

要なんですが、そこの部分はどちらかというと戦略の部分なので、何となく積み上げてや

っていくというよりは、地域安全保障として別に議論される性質のものなのかなというこ

とを少し思っているということです。 

 だから、別に費用便益そのものを否定しているわけではなくて、それぞれのシナリオの

中では積み上げていっていいわけですが、それだけで全部判断できるとしてしまうと、お

そらく、日本という国に住んでいるということに関して保障され得る権利というのが脅か

されるということになりますので、ここの部分については別途、仕分けをして一体的な議

論が必要だろうというのが私の感覚です。 

 ちょっとあまり筋が通っていないかもしれないですけれども、そういうことを思ってい

ますということです。 

【太田委員】  太田でございます。きょうは竹内先生がいらっしゃらないので、私の立

場としては、Ｂ／Ｃを重要視すべきだということをいう立場もありながら、そのＢ／Ｃの

使い方を含めて今回の議論をどのように考えるかということを申し述べたいと思います。 

 私はやはり、今回はネットワークというものによって全体をある程度支えたというもの

がありますので、そのネットワークのことをちゃんと考える必要があると。ただ、残念な

がらそれがうまく汲み取れないような仕組みになっている。きょう配られておりますこの

通達集の４ページのところの第２というところに実施要領第３関連というのがありまして、

事業単位をどう設定するかということが書いてあります。それによると、事業は１つずつ

ぶつ切りにして評価しなさい、そういう形になっているわけですね。これが実はこのネッ

トワークの議論とは全く逆の方向に進んでいるということです。例えば、これは民間事業

ということになりますが、鉄道の駅をつくる、もし鉄道の駅でＢ／Ｃを計測したら、それ

はオーケーですねと。その後にバリアフリー用にエレベーターをつくることを考えたら、

エレベーターのＢ／Ｃは、どう考えたっておそらく１を上回ることはないだろう。そこで

別途、鉄道の場合ですと５,０００人以上乗降しているところには必ずバリアフリー化し

なさいという別の基準を入れているわけですね。しかしそれは、そういうようなやり方も
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１つですけれども、エレベーターを込みのコストで鉄道の駅全体を考えてみたら、それは

もしかしたらＢ／Ｃの議論に乗ると思います。そういう意味では、例えば東北地方全体の

ネットワークで既につくったものも含めて、新しいところを込みで全体としてＢ／Ｃが１

であるとするならば、個々の箇所についてはＢ／Ｃが１以下でもつくるべきだという議論

は、私はできるはずだし、そうすべきだ、それがネットワークだと思っています。 

 そのように組みかえることは、そもそもの事業評価の手法の大もとのルールとは違うも

のを提示することになりますから、それにつきましてはしっかりした議論をしなければな

らないと思っています。 

 それから、実は今、効率性という話が出ました。効率性につきましては、私は、以前か

ら申し上げているように、目的に対して効率的であるかどうかが重要で、個々の事業の効

率性によって事業の可否を判断するという考え方はそもそも違っていると思っています。

で、そもそも１ページ目のところが、私は昔から違和感があります。それで、結局のとこ

ろ……。 

【家田部会長】  これの１ページですか。 

【太田委員】  はい、そうです。結局のところ、事業を採択するか採択しないかという

ために評価手法を用いるというシステムになっております。しかし、Ｂ／Ｃ等々の手法と

いうのはそうではなくて、最終的に日本の国のネットワークとしてこれだけつくらなけれ

ばならん、そのどこからつくるかという順番を決めるために評価手法を用いるという考え

方だと思うのです。例えば東北地方全体のネットワークでこのぐらいつくらなければいけ

ないと。それは安全性の基準、防災の基準等々から出てくる。それに対して一応優先順位

をつけるために、全部つくる中で優先順位をつける。そうすると、効率性の高い順番から

一応やっていかなきゃいけないので、最後のほうはＢ／Ｃは１を下回ることになる。しか

しそれは全体のネットワークとして１を上回っているという構造があれば、正当化される。

それが先ほど申し上げた細則のほうで事業をぶつ切りにしてそのぶつ切りごとにＢ／Ｃを

見なさいということになっていることが、この道路ネットワークの評価を非常にゆがめて

いると思っています。 

 ちょっとまた少し話は変わりますが、勝間委員がバランスト・スコアカードなどを使え

ばどうかというご提案をなさいました。多面的な評価を入れるということにおいてはバラ

ンスト・スコアカードも良いのですが、バランスト・スコアカード自体は意思決定支援の

ためのシステムです。あるものとあるものがどういう形でトレードオフになっているのか
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ということを洗いざらい示すと。しかし、バランスト・スコアカード自体からは優先順位

とか採択の順位は出てこないのですね。それを見て意思決定者が考えなさいというシステ

ムなので、勝間先生が多面的な評価を入れなさいという意味でおっしゃったのか、もう少

し進んだことを考えていらっしゃって、評価と意思決定を分けろとおっしゃったのか、そ

の意図が私はよくわからないのですけれども、評価と意思決定を分けるということは極め

て重要だと思います。先ほど防災とリスクの話が出ましたけれども、東北地方太平洋岸は

地震が起こったので次に地震が起こるリスクが下がった、ならば東南海対策をしろという

ような話が通るのかということですね。 

 あるいは、防災の意味においてはそうであるとしても、震災復興ということを考えると、

三陸縦貫というのは重要である、防災のリスクは、地震が既に起こったので減ったけれど

も、三陸縦貫は震災復興のために重要である。この判断というのは、おそらく評価手法で

できるものではないとは思っています。 

 そういう意味では、ネットワークを考えて最終目的に対して効率性、必要性、有効性の

順番をつける、必ず最後までやるのだ、ネットワークを完成させるのだということの全体

の道路政策の目標の中で評価手法を使うということと、最終的に意思決定に近い部分に関

しては、どこでどう決めるか、これはなかなか難しい部分があるのですけれども、そこを

念頭に置いておかないと、評価書ですべてのことはできないと思います。 

【家田部会長】  ありがとうございます。 

 では私もちょっと二、三。 

 最初に１個素朴な質問するんだけれども、ご説明の中で、便益が費用を上回っているこ

とが要求されているというご説明があったと思うんですけれども、それってどこに書いて

あるんですか。 

【石原道路事業分析評価室長】  通達集のほうですか。 

【家田部会長】  うん、そのどこかに書いてあるということなんでしょう。 

【石原道路事業分析評価室長】  すみません、通達集のほうの２２ページを見ていただ

きますと、これはもともと道路事業、街路事業に係る総合評価要綱というのがあります。

その２２ページの（１）が事業選択の前提条件、ここに、確認する項目にこう書いてある

ということです。 

【家田部会長】  書いてありますね。ありがとうございました。そこが僕は間違ってい

ると思うんですね。つまり、今、太田先生が言ったとおりで、便益と費用の絶対値に大し
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て意味があるわけじゃなくて、同じような種類の事業というものをある標準化された手法

で作業してみるとどっちがいいかなという、そういう表現には使えるんだけれども、絶対

値に意味ないから、例えば同じ関東地整の中でやっても、多摩川のちょっとした堤防をつ

くるのはＢ／Ｃが３０くらい出て、隣の道路は１.０５とかなんか、そんなのが出たりす

るんですよね。方法が違うんだから全然違うじゃないですか。つまり、ここのところの便

益が費用を上回っていると書いたこと自身が便益が、そんなふうにはかれているというお

ごりだと思うんですよね。そこがすべての間違いのスタートになっているという――まあ、

ありがとうございました。とにかくどこにどう書いてあるかはわかりました。 

 それで、私はここからが意見ですけれども、ともかく現場的に言えば、経済効率的につ

くっていくようなものとそうじゃないような種類のものがあるねというのは、どうも古来

ずっと道路については思われているものであって、それは基礎インフラだからそうなんで

すよね。だけど、そこに関する手法が、片方は経済効率的にまあまあそれでも何とか評価

できるような手法をつくり出してきたけれども、もう１個はまるっきり人情ものでいくし

かないと。人情ものでいくんですよね。片方は計算しておいて片方は水戸黄門みたいな世

界でやる、これは無理でね。これだけ国民の関心が高まったら、その人情もののほうもそ

れなりに何か手法をつくらなきゃしようがないなという感じがしています。 

 幾つか雑多なことを言うんですけれども、費用のところを評価できないんじゃないかと

いう問題提起もあったと思うんだけれども、それも例えばＢ／ＣがあるんだったらＡ／Ｃ

があって、Ｃで割っておいてやれとかね。そうすると、ネットワークを強化する程度の割

にはコストが低く済むものはどれかなとかいうこともできないわけじゃないんだから、何

とかなるなら何とかというのが好きな国ですから、そういうやり方もあるし、別にそれが、

分子のほうがお金で判断しなくたって、そのネットワークの、さっき田村先生がおっしゃ

ったようないろいろな評価がされているし、ほかの先生方もおっしゃったようなものもあ

りますよね。まあそんなような感じがしている。 

 それからリスク、要するにリスクマネジメント、あるいはリスクアセスメントの世界と

いうのは、Ｐ（確率）が比較的小さくて、しかもそれが従来のイベントから、ほぼ大数の

法則で測定が可能という世界でだけ成り立つんですよね。だから、確率掛ける救うことの

できるコストといいますか、それを掛けると期待便益になるわけで、それでやっているわ

けですよね。だから、河川の治水便益なんかはそれで計算しているし、まあそれで伝統的

にやられていて、まあまあ大過ないだろうというお考えなのかもしれない。これはこれで
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わかるんだけれども、今回対象にしなきゃいけないのは、もっとはるかに確率が小さくて、

しかもそのイベントが非常に少ないから、Ｐ自身が見当つかないんですよね。 

 だから、この間も言ったかもしれないけれども、要は、Ｐを救う費用のところに掛ける

ので、掛けるものが怪しげなものを掛けざるを得ない。ということは、掛けられる前のと

ころをいくら緻密に計算してみても始まらないという面が出るんですよね。これは港湾の

ほうの、これと全く同じ検討を始めているんですけれども、そこで、ここのところのガン

トリーがああなったらこうだとか、要するに救えるだろうコストのところを緻密に計算す

るようなことをやると言っているんですよ。だけど、そこにＰは１,０００分の１とかな

んとかを掛けるって、それを僕が言ったのは、すばらしいフレンチレストランのシェフが

手によりをかけてディッシュをつくって、そこにとんかつソースをだぼっとかけて食うよ

うなもので、Ｐが荒っぽいんだからその手前のフレンチレストランなんてやる必要ないん

ですね。いわばコンビニで買ってきたものにソースをかけて食えばいいんですね。つまり

バランスというのが重要で、片方で妙に緻密にやる必要なんてどこにもないんですね、こ

の議論は。 

 だから、太田先生が言うように、ある種どういうものが国民的なクライテリアなのか、

それをネットワークとして表現するのか、何かガイドラインみたいなものを大局的につく

っておいて、その上で比較的に効果が高そうな、費用が高そうな、効果という意味が田村

先生に交通量という意味で言っているわけでもないんですけれども、費用が高そうなもの

で、なおかつ相対的にコストが低目でできるような、要するに短い距離でちょちょっとや

るだけでも救えるようなものから順次予算の範囲でやっていくという感覚じゃないかなと

私は思っているところでございます。 

 それから、ＣＶＭ的な世界もあり得るとは思うんだけれども、これも避難路みたいなも

のについては、対象にする人たちの数も限られているというか、そこのエリアが限られて

いるからわかるんだけれども、ある場所の防災道路の評価というのを、ちょっと私の立場

上、評価する立場にあったんですが、それもこんなことをやるんですよね。ここが切れる

可能性はこうかなというのと、救えるのはこうかなというのがあって、それを、これをつ

くるとこんなに救えそうですと。ＣＶＭのアンケートをやりました、何百人だか何千人だ

かに聞きましたと。１世帯当たり１年当たり３００円だか５００円だかと言っています。

賛成率が９０何％だとか言うと、じゃあ今度何をするかというと、その県の人口に賛成率

を掛けて、そしてその３００何十円だかを掛ける。一応出ますよね、数字は。どうしてっ
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て思いますよね。いくらそのＣＶＭのところに仮にそのつけ値が正しく出たとしても、何

人掛けるかというところで全然わからなくなっちゃうじゃないですか。例えばそのプロジ

ェクトを認識している人とかいったって、宣伝すれば認識するようになるし、黙っていれ

ばだれも知らないし。そういうような方法というのが現場で行われているＣＶＭですよね。

つまり理念としてはＣＶＭで計測可能なものも多いと思うんですが、やむを得ずそれを使

うこともあると思うんだけれども、道路のようにかなり広域の使われ方こそが使命である

ようなものがどこまでの人を対象にするかで大幅に結果が変わってくるようなものはやは

り信頼性のある評価手法とはなかなかちょっと言えないような気もしまして、私はやや懐

疑的ではあるので、むしろ実務的に簡単に計算ができて、しかもその数字の意味が国民的

にも、なるほどと思えるような理解しやすいもので、何らかの順位が算数的にというか数

値的に出るような、そんなものじゃないかなと思うんですけれども、そんな気がしていま

す。 

 また、これについてはほんとうに古来いろいろな研究や実務的にもいろいろなことをさ

れているところがあるので、研究者もトライアルされているところでもあるので、これは

ぜひ幅広に我が国の研究とか外国の研究とか実務とか、そういうところをちゃんとレビュ

ーしてみて、その中で一番妥当だなと思うような、しかも実際にできることじゃないと無

理ですからね。１カ所計算するのに３年かかりますなんて手法じゃあ意味がないからね。

簡単に計算できる、それが実務者の大要求ですので、そういうものであることを前提で何

かサーベイしていただいてはいかがかななんて思っているところでございます。まあ、こ

れは部会長としてじゃなくて、単に意見で言ったんですけれども。 

 今、一通り５人から意見が出ましたので、事務局から少しお答えいただいて、その上で

さらに先生方のご意見をいただきたいと思います。 

【森企画課長】  ありがとうございます。企画課長の森でございます。今、ご指示のあ

りました点、考えていきたいと思います。多分、ネットワークの信頼性みたいなものをあ

る程度数字的に整理をし、それはリスクの話とは多分違うんだと思うんですけれども、リ

スクでＰを掛ける世界ではなく、ネットワークそのものの信頼性の部分で甲乙をつけてい

って、さらにその中で社会的な有用性だとかというところで最終的にはピックアップでき

ればなというような感じで今のお話を参考として聞かせていただきました。ちょっとそう

いうようなものもできるだけ具体的に形づくれるようにしていきたいと思っております。 

 あと、ただ、とは言いつつも、先ほどの羽藤先生がおっしゃったような地域保障みたい
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なものが、そういうウェイティング・ボックスがつくれるかどうか、これは非常に難しい

なというふうには思います。防災と言いつつも、そのリンクが切れるとそれ全体としてネ

ットワークの信頼性が落ちるものと、リンクが切れることで要は孤立部落が発生してしま

うようなものと、またこれも１つ階層が違うのかなというふうに思っていまして、そのリ

ンクとノードの議論というものと、言っているのは多分リダンダンシーとかダブルネット

の議論で、もう１つ、１本切れてしまうと孤立部落が発生してしまうような防災の議論と

いうのとは多分また違うボックスになるのかなと思いますので、そこもちょっと頭を悩ま

せてみたいなというふうには思います。 

 先ほどの田村先生がおっしゃったフタコブラクダみたいなイメージって、多分まさしく、

防災というふうに１つ言っても、孤立部落が発生するような防災事業と、ネットワークと

して全体として他の複数交通モードによる物流ネットの確立みたいなものと、多分、位相

が違うので、それを２つ両方何か同じようなところで計算するとフタコブラクダになって

しまうのかなというふうに私は頭の中で考えながら聞いておりました。そこも少しまた悩

ませていただきますが、また次回、そういったところもご提案をさせていただければなと

思います。よろしくお願いします。 

【家田部会長】  加えて先生方、どうぞ。 

【原田委員】  今の、場面は違うけれども都市内の道路で何かやるときに、消防活動困

難地域みたいなものがありましたよね、１つはね。だから、こういう面的に被災したとき

に救助活動なり支援活動をやるときにそういう活動ができなくなるという状況がどこにあ

って、どれくらい孤立するところが起きるか。それを理想的にはゼロにしたいわけですよ

ね。そういうことの理屈が皆さんに広く支持されているのであれば、そういう単純な理屈

でも構わないとは思いますよね。そのときに、さっき、住む側もほんとうに孤立したけれ

どもそれなりの理由があって住んでおられるんだから、場合によっては、人口が減ってい

く中でその住み方をどうするかということも含めて将来像を提案して、将来はこういうふ

うにゼロにするんだという道筋の中で道路をつくっていきます、それが最終の必要性です

という言い方はあるのかなというふうには思いますね。 

【羽藤委員】  費用便益の議論を、私もよく配分計算したりとかしてやるんですが、多

分一番欠けていたのは、ネットワークの形に対する議論ですね。多分それがかなり多重の

ネットワークによって我々生活をしているわけなんだけれども、その形をどういうふうに

設計することが地域安全保障にとっていいのかという話と、生活レベルでいいのかという
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話、ここを分けて、かつ一緒に議論する必要があると。それはよく最近、意思決定理論の

中でチョイス・アーキテクチャーという話がありますが、例えばアメリカなんかで生命保

険の推薦をするときに、何をデフォルトとしてそこからどういうメニューを提示するとよ

き選択に至るのかという問題ですね。これは別に厚生年金でも何でもいいんですが、そこ

の設計がやはりちょっと今よろしくないと。で、そこの設計ははっきり言うとほとんど存

在していないにひとしくて、全部費用便益で連続的にやりましょうという話なんですね。

ここの構造化が今一番必要で、そのためのネットワークの形のスタディーというのを我々

は恐ろしいぐらいやってこなかった、自戒を込めて言うと、反省ですけれども。 

【原田委員】  もともとあるんだよな。 

【羽藤委員】  そこが多分非常に気になる。それはかなり広域のネットワークの形の議

論もあるでしょうし、地域内もあるでしょうし、集落レベルのものもある。これを多層的

にネットワークの形の議論をしていくことで、デフォルトなのか、基盤になるところ、地

域安全保障的なところを決めて、そこからの議論の中では、私は案外、費用便益というの

は結構有効なところもあるのでいいんですが、それを最初からやるのはちょっとやめたほ

うがいいのかなということを思っています。 

【家田部会長】  計画論ということですね。 

【羽藤委員】  はい。 

【森企画課長】  先ほど田村先生がおっしゃっていたリスクポイントみたいなところの

議論があったという話でございますので、そういったところも参考に、もし解析ができる

ようなものであれば、道路のモードで、あるいは複数モードで、なおかつそのエリアが広

域的なモード、あるいは中域的なモードで計算なりあるいは解析ができるとすれば、今、

羽藤先生がおっしゃっていたような交通のネットワーク解析に対しての何らかのリスク解

析というんでしょうか、リスクとあまり言うと、またＰの確率の議論になるんですが、そ

うではなくて、よりリスクポイントの発見という形での、まさにそれがミッシング・リン

クであったり、それが多分ダブルネットを構築しないといけないポイントであったりとい

うことなんだろうと思いますので、そういう解析もできればデータ解析していきたいと思

っております。 

【家田部会長】  まあウイークポイントの発見なんでしょうね。 

【森企画課長】  はい。 

【家田部会長】  あるいは頑健なネットワークというのはどういうものなのかとかね。 
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【森企画課長】  そうですね。 

【家田部会長】  ただ、今こういうタイミングで言うと、頑健なネットワークになるよ

うにすべきということは、だれでもそうだよねと言うんだけれども、一番平常時だと文句

を言うタイプの人たちがやってきた物流ネットワーク、サプライチェーンの厳密化、そし

てストックはなるべく置かない、そして拠点はなるべく集約する。それはすばらしいコス

トダウンになったし、大変な効率性なんだけれども、いざとなるとぼこぼこになって、い

や、拠点の分散化が必要ですなんてことを言い出しましたよね。だから、今ならばこうや

って言えるんだよね。だから、気持ちはわかるんですよね。だから、今だからこそ、羽藤

さんが言うように、そういうことをきちんと確率すべきであるというのは同感でございま

す。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【太田委員】  今のネットワークの議論といいますか、ある意味では道路種別の話でど

う組み合わせるのかということにも関連すると思うのですが、この通達集を見ていると、

都道府県と政令指定都市が出しているということで、おそらく国道ということなのかなと

思うのですが、街路を含めてこの評価手法が適用されていくのかどうか、あるいはまちづ

くりで関連すると、ほんとうに一本一本の道路の話じゃなくて全体の防災というような絡

みがあるのだろうと思います。 

 そういう意味では、ここでは大まかな話を議論するのだろうと思いますが、ある程度道

路種別ごとに考え方が違うかもしれませんし、特に生活道路の部分に関しては、私どもで

のここでの議論が市町村の皆さんにも参考にされているような部分もあろうかと思います。

逆もあると思います。結構、各都道府県さんは自分なりの評価手法をつくられていて、そ

れも逆に私どもが参考にすべきところもあろうかなと思いますので、私どもとしては、少

し議論の範囲を、ここまではきっちり議論したいという部分を絞らなければいけないと思

います。 

【家田部会長】  さっき申し上げたので言うと、レビューというあたりも少し幅広に広

げておいて、その中で特にここで厳密的に決めなきゃいけないことを、その横も見ながら

考えていくというようなことなんでしょうね。 

 田村先生、加えて何かございますか。 

【田村委員】  一言だけです。改築とか維持管理とかいろいろな専門用語がありますよ

ね。私はそれらが何回聞いてもわからなくて、国民に説明をしにくい部分があるかと思う
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のです。防災に関しては、国民に改築とか維持管理を分かりやすく説明するチャンスだと

思いますので、ぜひお願いしたいということです。 

【森企画課長】  わかりました。多分、維持修繕とか改築というのは、あくまでも予算

の、お金を計上するための分け方、便法でありまして、本来であれば、ここでの議論とい

うのは、やはり事業の目的ごとに行われていくということが多分必要だろうと思いますの

で、その目的に対しては、例えば住宅対策にしても、例えばちょっとした右折レーンを引

いたりという、これは維持修繕的に行うものなんですが、多分、事業目的ごとに予算の使

い方がいろいろあるものですから、そこはわかりやすく整理をさせていただければと思い

ます。 

【家田部会長】  そろそろ次の議題に行こうと思うんですが、ここまでのことを大局的

にまとめますと、１つは、多分別世界があると。その別世界について何とかしなきゃいけ

ない。それから２つ目は、その別世界というのは、おそらく個別に一個一個いいかな悪い

かなという評価だけではなかなか従前の体制にはならなくて、その上位というのかその手

前かというのが、計画論みたいなものがあって、そこのところで何らかのプランを持って

いて、そこの中で優先順位をつけていくような手法ならあるんじゃないか。こういう評価

のところの話とその手前の計画論の話というのが二段構えになっているねみたいなお話が

大体の皆さんのお考えじゃなかったかと思います。計画論そのものについては、ちょっと

この事業評価部会ではやりにくいところなんだけれども、少なくとも計画論があったとし

て、そのときに順位がつけられるようなたぐいのものは何か欲しいんじゃないかなという

ようなお話だったかと思います。 

 それくらいでいいですかね。あとは、作業的には少しいろいろなものをレビューしてみ

て、サーベイしてみて、ぐあいのいいようなものを探っていただくということでよろしい

でしょうか。 

【原田委員】  あと、費用便益分析の役割というか、似たようなものの優先順位をつけ

る、必要性は別のところでというのを皆さんいろいろなときに同じような発言をしている

ので、ここはこの評価委員会としてひとつ……。 

【家田部会長】  そうね、別にってことね。 

【原田委員】  そういう位置づけだと。 

【家田部会長】  まあ大体そんな感じでしたね、きょうは。 

 ほんとうを言えば、それだって広い意味の費用便益分析とか費用対効果分析なんでしょ
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うけれどもね。便益というのは厳密にああいうものというふうに、これは３便益とかにな

っちゃっているからどうもちょっと違うのかもしれないけれども、広い意味では効果があ

りそうなところを早目にやったほうがいいし、コストがかからないところから先にやった

ほうがきっといいに決まっている、ここまでは正しそうですものね。 

【羽藤委員】  計画論のところは、多分、便益じゃなくて、唯一制約条件としてはコス

トなんですよね。残りはもう要するに価値の問題なので、そこは計画論ということでどう

だと。だから、コストの話はしないといけないけれどもということだと思います。 

【家田部会長】  ありがとうございました。大変に円滑な議事運営をしていただきまし

て、結論も大体方向が見えた。すごく早いですね、きょうは。 

【原田委員】  自分を褒めちゃった。 

【家田部会長】  いやいや。皆さん非常に収束の早い議論をしていただきましてありが

とうございました。 

 それじゃあ１個目の議題はこのくらいにさせてもらって、２つ目の議題に入りたいと思

います。それではまず事務局よりご説明をお願いいたします。 

【森企画課長】  それでは、資料２をもってご紹介をさせていただきます。資料２のク

リップを外していただきますと、今回、一般国道での有料道路事業の活用に際しての取り

組みの充実並びに審議対象事業の概要についてというホチキスでとじられている部分と、

２の審議事項と書かれているもの、２つに分かれると思います。要は、私がこれからお話

をさせていただくためのまず結論を先に申し上げますと、要は、この審議事項にございま

すように、圏央道、首都圏中央連絡道と言われている環状道路でございますが、それと東

海環状、これは名古屋圏の圏央道と同じような役割を果たす環状道路でございますが、こ

の箇所に関しまして、他の区間、当該の環状道路でございますので、ほかへ続いている区

間がございます。この有料の事業として隣接区間も含めまして、有料ネットとしての事業

を継続させていただいていいものかどうかということのご審議をさせていただくというこ

とでございます。 

 まず、少しずつ徐々にそれからまた普遍化するような形のお話をさせていただければと

思いますが、こちらのほうの１番、一般国道での有料道路云々の概要についてと書かれて

いるものの最初の２枚目、Ａ４の部分をめくっていただきますと、事業の概要として圏央

道、東海環状が１枚になって出てくるもの、３ページ目でございますが、Ａ３横の絵がご

ざいます。今、口頭でお話をさせていただきましたように、きょうご審議いただきたいと
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思っておりますのがこの２点でございまして、圏央道、東海環状それぞれございます。そ

この部分の、今回赤と、両わきに緑で塗られているところの部分に関して、例えば圏央道

でございますと、東北道から常磐道に至りますまでの区間、久喜白岡からつくば中央まで

の区間、そして茨城・千葉県境の稲敷から東関道の大栄ジャンクションまでの区間、赤と

両わきに緑で塗られているこの区間について有料事業、前後区間を継続してやらせていた

だいていいかどうかということでございます。既にこの青の区間は有料道路として供用し

利用されているというところでございます。 

 東海環状も同様でございまして、東側でございますが、関広見インターから伊勢湾岸に

至ります区間、供用中というふうに塗られておりますが、青の区間が既に有料道路として

供用してご利用いただいているという状況でございます。それから先の部分ということで、

四日市までの区間でございます。 

 それぞれ全線にわたって事業を行っているものではございますが、特に圏央道に至りま

しては、この東北道の部分で一部に平成２４年で供用する、さらには東関道の部分に関し

ても平成２４年で供用する予定ということ、あるいはまた東海環状におきましても、平成

２４年で供用する箇所というものが出てまいります。こういった箇所がございますので、

供用時期が迫っている中での議論ということで、本来、高速ネットワークの有料・無料の

切り分けといったような議論をそもそも論から議論していくという場面も当然出てくると

は思いますが、当面の措置として、前後の区間と連続して有料ネットの事業を進めさせて

いただいていいかどうかということのご審議をいただくものということでご理解をいただ

ければと思います。 

 そもそもでございますが、また資料を少し、参考資料２というものを準備させていただ

いております。その２０ページをお開きいただきたいと思います。この直轄方式、有料道

路方式というもの、さらにはそれを組み合わせたものということで、今までどういうよう

な仕事のやり方をしてきているかというのが、この参考資料２の２０ページに一覧として

整理をさせていただいております。ここには高速自動車国道、一般国道として、全体で今、

計のところを見ていただきますと、１万２,５９６キロの区間、これは全体の総計として

は１万４,０００キロになるわけでございますが、そのうちの１万２,５９６キロについて

どういう方法を使いながら事業をしてきているのかというところを一覧として整理をした

ものでございます。例えば、高速自動車国道に関しましては、この直轄方式と有料道路方

式の組み合わせというものはバーになっておりまして、そういうやり方は高速自動車国道
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では今まではとってきておりません。一般国道の事業に関しまして、今回組み入れるもの

を除いて７３６キロというのが今回のこの方式で行われてきているものということでござ

います。ただ一方で、有料道路としてやっているもの、完全に税金としての無料道路とし

て行ってきているものが、例えば一般国道でも２,０８９キロということで今までも行わ

れてきているというところをご理解いただければと思います。 

 いずれにせよ、この切り分け方自身は、今までもなかなかこれについてどういう理由な

のかというところで整理が十分されてきていないところもございます。この切り分け方に

よって、有料のここへ移っていくための手続が不明確ではないか、あるいは不透明なので

はないか、あるいは責任の分担が十分されていないのではないか、そういうところの議論

が十分されていないのではないかといういろいろご批判もいただいてきているところでご

ざいます。そういったところを今回少し改善も図りながら、この有料事業と直轄事業を組

み合わせてやるこの事業の実施方法を、皆さんを含めご審議いただければということでご

ざいます。 

 またこの一番最初の資料の１枚目をおめくりいただければと思います。１.一般国道で

の有料道路事業の審議対象事業の概要についてというものの１枚目でございます。表紙を

１枚めくっていただきますと、一般国道での有料事業の活用に際しての取り組みの充実に

ついてということがフローとして掲示されております。今お話をさせていただきましたよ

うに、実際に全国でも対応されてきているものでございますし、また、今回の圏央道ある

いは東海環状におきましては、前後区間がもう既に有料道路として供用してきているとい

うこともございますので、それを継続するということだけではないかというご意見もあろ

うかと思いますが、その手続の中で、少しこの事業主体あるいは施行区分の検討を、こう

いう形で透明性も保ちながら、あるいは今までよりも一層工夫をしながらやってきている

んだというところを少しご紹介をさせていただければと思います。 

 １枚目に書いてございますように、取り組みの充実内容というものが、一応点線で囲ま

れております。例えば、施行方式に対しての地方公共団体からの意見を再度確認をしよう、

あるいは高速道路会社からの意見もちゃんと聞こう、そしてきょうでありますけれども、

皆様方の第三者委員会からの意見も聞かせていただいて、有料事業として許可をするとい

うことにしていこうということでございます。 

 これのやり方の参考にしておりますのが、次のページをめくっていただきますと、国土

交通省所管の公共事業の事業評価の改善というものをこの数年来行ってきております。こ
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の中の、特に、例えば新規事業採択時評価といったようなところに赤でＡと書かれている

もの、あるいはＢと書かれているものを参考に、例えば都道府県あるいは第三者委員会の

方々からの意見を聞いていくというのを今回のこの有料道路事業の場合にも当てはめて考

えていったらどうかということを今回追加させていただいているということでございます。 

 あと、また１枚目のところに戻っていただきまして、この有料事業の許可を行った後も、

実際には事業の進捗状況を公表する、そして事業評価の責任分担の明確化ということで、

だれが、どっちが責任を持っているかということがはっきりわかりませんので、直轄事業

が取りまとめを行った上で、事業費が増加したときに、それはどちらのものとして責任を

持ってやるのかどうかといったようなところ、そしてこの有料投資額の管理ということで、

今後、例えば将来の交通量が大きく見込みが変わってくるとか、あるいは借入金の投入額

が大きく変わってくるといったようなことが見込まれる場合には、再度この評価部会での

意見を聞かせていただいて、有料投資額が妥当なのかどうか、それによって償還が図れる

ものなのかどうかというところを、常に供用までも見せていただくということの改善でど

うだろうかということを考えた次第でございます。 

 実際に、今のご紹介をさせていただきました取り組みの充実内容に関しまして、一個一

個話をしていますと非常に時間がかかりますので、例えばということで、参考資料２をお

めくりいただければと思います。ここにはずっと、きょう審議に至りますまでの間、いろ

いろ各方面から、あるいはご意見をいただいている内容を掲載させていただいております。

参考資料２の１枚目をおめくりいただければ、そこから今回の道路が通過している区間の

知事、例えば茨城県知事からの意見、あるいは埼玉県からの意見、いずれにせよ、いろい

ろな付則のご意見等がついておりますが、有料道路事業でこの後、継続的にやってほしい

というご意見をいただいております。３ページ目が千葉県の知事の意見、５ページ目が東

海環状の岐阜県のご意見、さらには７ページに三重県の意見ということでございます。 

 あと加えて、今回、圏央道、東海環状で継続的に有料事業を行っていくとした場合の償

還計画が次の９ページ、１０ページ目に記載がなされております。９ページ目は圏央道、

１０ページ目が東海環状として、南側に赤く塗られているところに、ここに支出が発生す

る。ここの部分が支出を発生させて全体的に償還が図れるかどうかというのが、最終的に

ここの圏央道の部分に関しての未償還額が、一番左側の下、平成６３年度に借入金がゼロ

円になるという計算、こういったものが一応計算上行われて確認が行われております。 

 あと１１ページ目で、すみません、また資料がいろいろなところに出ますが、圏央道・
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東海環状の事業の経緯という形で、一番冒頭でお話をすべきだったのかもしれませんが、

今回の区間、例えば東北道、埼玉県・茨城県境ということで一番左側のところに入ってお

りますが、ここの部分で実際に都市計画手続、あるいは各事業の段階での説明、そして再

評価という手続が行われております。東海環状も同様でございます。それぞれ平成２年か

ら、あるいは平成二、三年ごろから順次行われてきているわけですが、この手順の中で、

既に地域においても有料道路としてのネットワークをここで構築するという前提のもとで

の交通量、あるいは前提のもとでの構造という形で都市計画を行い、事業の説明を行い今

に至っているというところも、地域としてそれをそのまま前提として受け入れていただけ

るということの証左なのかなということで考えている次第でございます。 

 そして、一応本題でございますが、２番の審議事項というところに移らせていただけれ

ばと思います。まず１ページ目が圏央道でございます。きょうまさしくご審議をいただき

たいというものが、この選定（案）というふうに書かれているところでございまして、こ

れは事務局の案でございますが、その下に有料道路会社、例えば東日本高速会社の意向と

いうことで記述をさせていただいております。公の文書として、東日本高速会社に問い合

わせをさせていただきました。そのご意見としてあったのは、今回紹介をさせていただい

た区間については、１つのパラグラフの一番最後でございますが、この高速会社が現在建

設・管理をする高速道路とネットワークを形成し、かつ密接に関連する区間であることか

ら、一般国道事業と有料道路事業による事業方式で実施する意向であります、両区間の事

業実施に当たって、東日本会社の建設・管理に係る技術・ノウハウ・人材といったものを

活用しながら最大限の努力を図ってまいりますというご意見をいただいているということ

でございます。 

 それを踏まえて、これは事務局の案でございますが、これについてご審議いただければ

と思いますが、上のほうの四角で囲ってあるところ、まず１番目に、東日本会社のもとも

との事業範囲であるということ、そして他の高速ネットワークと一体管理をするというこ

とでの効率的な管理ができるのではないかということ。既に東日本会社が有料投資を行う

意向があることという３つの視点で、東日本高速会社が有料主体としてやっていただける

ということが妥当ではないかと思われることがまず１点目でございます。 

 次の３ページ目でございますが、有料投資額というものでございます。どういった額を

会社にお願いするのかというところも１つ決めておくということでございますが、今回の

算出条件、先ほど償還計画をずっと見ていただきましたが、あの償還計画を計算している
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前提としてございますのが、ここの算出条件で書かれているものでございます。既に隣接

の区間の有料道路事業が行われておりますので、その際のデータを左側に参考として書か

せていただいております。例えば交通量も同じ、あるいは金利も同様、料金水準に関しま

しても、基本的な延長当たりの料率というのはそこに掲げておりますような基本料率で、

これはもう他の高速道路ネットワークと同等のキロ当たりおおむね３４円程度ということ

での整理をさせていただいております。それによって、この区間、今回ご審議をいただい

ております区間に対しての有料事業としての投資可能額が８４４億円という形で算出がな

されます。それが先ほど見ていただきましたような形での、６３年には借金がゼロになる

という計算になるわけでございますが、全体事業費３,６４０億円のうちの約２０数％と

いう形になります。それを、区分方式といいますけれども、横切りにして見てみますと、

４ページ目になります。当然、ここは事業の区分のことしか書いてございません。これは

この後、当然すべてこの区間に関しましてはメンテナンスについても有料道路の費用で行

う、利用者負担いただいてそれに基づいて管理を行っていくということを前提とするわけ

でございますが、それぞれの区間、平成２４年、２６年といろいろ区間のところは上の中

段のところに書かれておりますが、例えば久喜白岡から県境を越えたところまで平成２４

年供用でございますが、ここの部分については舗装・設備工事を行うということ。そして

平成２６年のつくば中央までの供用の区間については、一部土工あるいは橋梁工事を行い

ますが、基本的には舗装設備工事といったようなところを分担をさせていただいて、さら

にはこれにプラスして、今後の４０数年間の維持管理の費用を利用者負担でお願いをして

いくという仕組みを前後区間と同様にやらせていただければということが今回の施行区分

の基本的な考え方でございます。こういう施行区分の考え方あるいは先ほどの有料投資額、

そして主体といったところをきょうのご審議の内容という形でご理解をいただければと思

います。 

 次が東海環状でございます。ここも同様でございまして、ここは先ほどの東日本との区

分としての違いは、東海環状が存在しますこの事業のエリア、これは中日本高速会社の事

業範囲という形で法律で定められているということでございますので、これは７ページの

絵を見ていただきましても、この東海環状が名古屋エリアの東海北陸自動車道、あるいは

北陸自動車道、名神高速道路あるいは東名阪自動車道、あるいは伊勢湾岸自動車道、さら

には東海自動車道、いわゆる第一東名、第二東名といった区間を全体を集約する環状道路

の一部ということになりますので、圏央道と基本的には位置関係あるいはそれを束ねる効
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率的なネットワークという意味では位置づけは変わらないという形でございます。 

 ８ページ、９ページも、先ほどご紹介したものと同様でございますが、料金水準もこの

周辺と同様の３４円という形になっております。この計算の中で出てまいりますのが、有

料投資額としては５５３億円ということで、全体事業費６,７３０億円のうちの約８％程

度という形になります。その投資の部分としては、９ページにございますように、施行区

分は９ページに掲げております。おおむね１割前後の投資額でございますので、用地ある

いは土工・橋梁・トンネルの工事は税金による公共事業という形で行ってまいりまして、

舗装あるいは料金所などの設備工事、そしてここには書かれておりませんが、供用後の平

成６２年までの維持管理費用については、有料道路料金によります利用者負担に基づいて

これを賄っていくという形の施行区分方式という形になっております。 

 ただ、ご存じのように、現下におきましては、高速道路を無料にする、しないという議

論が当然ございます。そういった議論を今、高速道路のあり方委員会ということで、別途

のところでまたそういう議論も行われてきておりますので、そこでの議論を踏まえながら、

今後はその有料・無料という形での区分をどうしていくのかという議論を行っていくつも

りではございます。ただ、先ほど言いましたように、もう供用が迫っているという中、さ

らには前後区間の有料道路事業が継続されてきているという中で、この部分に関しても、

当面、有料道路事業を前提として事業を継続させていただければありがたいということで

ございます。最終的に、当然政策自身は１０年のオーダーで変わっていくものだというふ

うに理解をしておりますので、その議論の中でまた、有料道路はどうあるべきなのか、あ

るいは全国ネットワークの中で利用者負担はどうあるべきものなのかというところを継続

して並行的にご議論いただければ幸いかなというふうに思っております。 

 以上、長くなりましたが、事務局からの説明でございます。 

【家田部会長】  どうもありがとうございました。 

 これから質疑をしていただいて、その後に議決というふうなことにしたいと思いますが、

最初に１点だけ素朴な質問だけさせてもらうと、これは今回の諮問は、主体とそれから区

分ということに関する諮問であって、この事業を採択するかどうかというのはまた話は別

という、そういう理解でいいんでしたっけ。 

【森企画課長】  採択自身は既に国道事業としてもうされておりまして。 

【家田部会長】  採択が先か。 

【森企画課長】  はい。で、そのときにはもう当然、先ほどの議論でありますが、費用
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対効果というような計算が行われてきているということです。 

【家田部会長】  採択のときにはこの事業の区分なり主体というのは判断事項に入って

こないというわけだな。 

【森企画課長】  今までは有料道路事業ということを前提の交通量でのＢ／Ｃといった

ものをベースに事業採択のところで評価をしていただいていたと。だからそこには、だれ

がやるとかどのぐらい有料道路でやってもらうんだというところは実は入っていなかった

ということでございます。 

【家田部会長】  判断の内容に入っていないのが従来であったと。それがいいのかどう

かみたいな話もあるかもしれませんけれども、まあ、そういう事実関係ですね。ありがと

うございました。 

【森企画課長】  はい。ですから、それに対していろいろまた批判もあるということも

前提で、今回こういったところを第三者委員会のこういう場にお諮りをさせていただいて

いるという次第でございます。 

【家田部会長】  はい、ありがとうございます。 

 それでは私の質問はそれだけですので、皆さん、まずは質疑ということでお願いしたい

と思います。どうぞ、どなたでも結構です。 

【太田委員】  事実確認なのですけれども、償還期間が平成６２年８月までということ

ですが、この償還期間の設定の理由、根拠をお願いします。 

【森企画課長】  今回、日本道路公団が民営化された際に、償還期間を４５年とすると

いう、その法律に基づく４５年間の償還期間ということで、平成６２年の夏ということを

設定させていただいているということでございます。 

【太田委員】  そうしますと、今後、後々、まだ今回議題に乗っていない事業が出てき

ますと、だんだん償還期間が短くなるということですか。 

【森企画課長】  ええ、そのとおりでございます。法律上で一応、高速会社は平成６２

年までの高速道路事業の実施機関という形で現行の法律の中では定められております。 

【田村委員】  質問です。１のほうの審議対象事業の概要のほうなんですけれども、２

枚めくっていただいて、国交省の事業評価の今までの議論のチャートがありますが、ここ

一、二年の流れは、計画段階評価でやりましょうということを随分議論してきています。

今回の議論はそうではなくて、再評価のところに関しての評価だと理解していいのかとい

うのが１つ目の質問です。 
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 それから２つ目は、再評価の段階で有料事業許可のところの議論をしていて、第三者委

員会からの意見を今ここで議論している。そこで質問ですが、ここでは、有料事業許可の

改善方法についても議論をしていいんでしょうか。 

【森企画課長】  こちらのほうに参考を載せさせていただいたものは、きょうこのご議

論いただいている内容自身は、じゃあこの中のどれなのかと言われますと、この中には入

っていないというのが多分正しい言い方だろうと思います。私どものほうで今回考えさせ

ていただいたやり方が１ページ目に書かれているわけでございますが、これを考えていく

上で、この国交省で考えているいろいろなさまざまな公共事業の事業評価の改善という改

善点を生かさせていただく、活用させていただいていると。それを具体的にはということ

で、都道府県のご意見を聞くこと、あるいは第三者委員会の意見を聞くことということで

ありまして、そこの部分を活用させていただいているのだということだというふうにご理

解いただければと思います。 

 ですので、よって、この１枚目の手続、ここは私どものほうはこれで考えさせていただ

いたということでありますので、これは今後、当然この第三者委員会としての事業評価委

員会でご議論いただいてまいる所存でございますので、もうちょっとこういうところを気

をつけるべきだよというようなところがございましたら、そこはぜひいただいて、次回以

降ここでのご議論をしていただく上での参考にさせていただければと思います。この手順

自身は何か法律上に定められて決めていくというものにはなっておりませんので、そこは

どちらかというと事務的に考えさせていただき、あるいは国土交通省として、いわば幹部

も含めて考えさせていただいたやり方でございますので、それに対して、第三者委員会と

しての手続の進め方に対していろいろ意見をいただくということは当然あってしかるべき

だろうと思います。改善も当然していかないといけないというふうに思っております。 

【田村委員】  わかりました。 

【家田部会長】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【羽藤委員】  ちょっと私、こういう話はあまり聞いたことがないのでよくわからない

んですが、審議事項は、結局、有料道路事業主体の選定というふうに書かれてあるわけで

すが、前半のほうの議論で、かなり、地域安全保障的な話と、まあそういう言い方がいい

かどうかはともかくとして、あと便益的な考え方は少し分けて、かつ一緒に考えるべきじ

ゃないかという話があったと思うんですが、その際に、絵図としては、下はパブリックが
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やって、上のところは高速道路の事業主体がやるという話だとしたときに、じゃあその地

域安全保障的なところの負担というのは結局だれが見るのかという話と、あと、高速道路

の料金設定というのは、結局収益とか償還にかかわってくる部分と、それとユーザーの便

益にかかってくる部分、要するに均衡配分的には両方のアルゴリズムでできるわけなんで

すが、そこをどういう手順で決めていくのかという部分が、結局一緒になったまま、そこ

の議論はあまり整理されていないんですね。 

 ということは、そこが不透明なままになってしまいますと、彼ら、要するに有料道路主

体が何をどこまで判断してどうやれるのかという部分は結局はっきりしていない。それは

結局不完備契約的な話になってきて、そもそもの議論で行くと、少し踏み込んだことを言

うと、別に電力で議論されているようにオークションみたいなものでもいいじゃないかと

いう議論はあると思うんですね。私自身は必ずしもここにおいてそういうやり方がいいと

は思わないんですが。ただ、よくよく考えてみると、例えば首都高速道路公団さんみたい

なものもあって、もう少し首都圏を拡大していく中で、彼らが料金を自律的にどういうふ

うにコントロールすることで首都圏をマネージしていくのかという考え方もあるでしょう

し、首都圏が接続しているほかの地域に対してどういうふうな交通コントロールをしてど

ういう広域地方圏を構成していくのかという議論もあるでしょうし、そうすると、何をど

この主体がどうやるのかという話は、実はここの議論の中では、全くというとちょっと語

弊があるんだけれども、ちょっと整理されていない気がするんですが、そこがはっきりさ

れない限り、多分ここで議論しようとしている選定をどういう観点で決めればいいのか、

あるいは事業主体に対して何をやるべきかということが不透明になっているような気がす

るんですね。そこの議論は、まあ何となくそれをすべてつまびらかにするということはい

いことかどうかということはともかくとして、我々のロジックとしてはちゃんとしておく

必要があるんじゃないかということをちょっと１点思ったということ。 

 あともう１点は、要するに償還を早くするとか、より効率的な運営をするといったとき

に、それがほんとうに主体としてできるのかという。できるのかというのは、逆に何を言

うかというと、よくこういう話で言われるのは、ほんとうに料金を最適化していく、ある

いはコントロールしていく、それによって地域をよくするというか地域安全保障もやると

いうときに、例えばＥＴＣのデータとかがあって、それをちゃんと解析した上で、どうい

うふうな料金設計をすればどういうふうになるのかというようなことを、ほんとうにそれ

が要するにコントロールできるようなことをやってきているのかという問題ですね。だか



 -33-

ら、そういう能力があれば、基本的にはこういう事業主体としてはふさわしいし、それを

やる能力もあるということになるわけですが、そこのところが結局はっきりしない。それ

はいろいろなコーディネーションのゲームなどでよく言われることですが、あるいはひょ

っとしたらそこに第三者が加わることで、より経営を効率化させながら社会的便益を出す

というところに対してプラスに共同合理性を発揮できるような、もう少し別の契約の仕方

もあり得るかもしれないというような可能性も含めて考えると、事業者を選定するという

プロセスの、彼らの能力の判断というところに関しては、もう少し深めた議論が必要なの

かなと。ただそれは、今回議論するべきかどうかというのはよく私自身判断できないんで

すが。 

【原田委員】  今回は議論しないな。 

【羽藤委員】  ちょっとそのあたりが、前半のほうの議論もあったので、中長期的には

頭の隅に置いておいたほうがいいんじゃないかということをちょっと感じています。これ

はかなり強く感じているということです。 

【原田委員】  料金の主体をもっとダイナミックにいろいろなことも含めて決められる

という自由度が与えられているのであれば、そういう場面があれば、ぜひ羽藤先生の言わ

れるようなことも議論したいと思うんだけれども、きょうのこの有料投資額の案のところ

に、隣接区間の最新の協定における諸条件と整合している云々で、基本料金はもう料率も

決まっていてという、あるこの予測のものもあって、その中で計算した結果でこう出てき

ているんだよね、今回は。だから、今回のこのことについては、そういう自由度がそんな

に与えられていないのかなというのが僕の認識ですね。 

 それで、この事業主体は、そういう中では、だってここはこの主体で明らかじゃんとい

う感じもするあれですよね。あとはここの単独の収入での償還が確保されていることを計

算して有料投資額が出ていて、これでやると、ある部分をそれで賄うことができるとつい

ているんだけれども、こっちのこの表ですよね、結局。この表はどこからどういうふうに

見ればいいんですか。せっかく出ているのでここだけ聞いておきたいなと思うんですが。

何となくわかるんだけれども、ここが先に決まっていて、ここからこうする、こう出るよ

というのを一応確認させていただけるとありがたい。 

【森企画課長】  まず、羽藤先生のお話の議論の中で、これは多分、費用対効果の議論

をしていただく上で、まだこれからの、先ほどのブロックだとかジャンクション単位でと

かインターチェンジでとか、あの計測手法のやり方とも当然連動するんですが、これから
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例えば高速道路の費用対効果を議論していこうとしたときに、それは有料であるのか無料

であるのかみたいなことを前提での議論になると思います。今までも同じように高速道路

の、高速自動車国道として、これは先ほどもちょっとご紹介をしましたように、今までの

手法としては有料でやるものと無料でやるもの、この２種類しかございません。二者択一

のやり方がございまして、その二者択一の計算をやる際には、それぞれやはりＢ／Ｃとい

う計算をする際に、有料で供用する場合、無料で供用する場合のそれぞれのＢ／Ｃを計算

させていただいた上で、両方どっちでもいいように使っていたというのが実際のやり方で

あります。そこは正直なところ、今後とも引き続き検討はさせていただければと思います。

どっちのほうが正しいのか。私もそのときも、やはり税金で、社会的な効用ということで

あれば税の部分だけをＣに入れて計算をするということなのかなというふうには思ってお

ったのですが、ただ、とはいいながらも、利用者便益としての社会的便益ということでい

えば、利用者が払う料金の部分も足し合わせて構わないのだという、そのときは委員会で

も議論していただいた記憶があるのですが、利用者として料金として払うものも含めての

コストというのが計算されていいのだということで、あまり軍配がどっち側に上がったと

いうことでは特になかったというのが記憶にございます。そこは引き続きの議論として、

これから当然ネットワークを議論する、あるいは高規格を議論していく、あるいは費用対

効果の議論をしていただくときに出てまいりますので、そこは今後の継続的な課題として

調査させていただきたいと思います。今までは、ここは有料分ということも含めましての

Ｂ／Ｃでございまして、費用対効果を今までも有料事業としてやることを前提に計算をさ

せてきていただいているというところでございます。 

 あと加えて、先ほどの不完全契約の話の議論でありますが、ここは正直言って、まだこ

れからの議論としてあり得るとは思います。ただ、法律上の議論としまして、民営化をす

る際に、日本の高速道路を整備する会社、組織は６つに定めるというふうになっています。

法律上の法文はまたちょっと別にご議論させていただきますが、６つに定める。それは高

速全国ネットを行う３社、東、中、西高速会社、加えて首都高、阪神高速、そして本四と

いうこの６社が日本の高速道路の建設・維持管理を行うという形の法律上の構成になって

おりまして、日本の現法体系の中では、その６社以外の実施主体は規定をしておりません。

ですので、オークションというやり方自身は、当然想定をされるところではありますが、

今回そういうような法体系の中での位置づけが行われていないというのが実態でございま

す。 
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 当然、そういう議論もあろうかと思います。諸外国においてはＰＰＰの議論だとかＰＦ

Ｉの議論で、そういったものが当然これから想定されるところではございます。それに向

けて法律の体系自身を少しいじりながら直していくことが必要になってきますので、そこ

は私どもの中でも今そういう議論は行われてきているところでございます。 

 ただ、現法体系の中ではその６社が一応大勢になる。とはいいながらも、じゃあこのと

ころだって、例えば突然首都高が、私やりたいみたいな話があってもいいはずではありま

す。ただ、そこは、先ほどから何回もお話しておりますけれども、前後区間の継続の議論

として、要はこれは環状道路の一本としてのリンクを考えていけば、前後区間の継続事業

としての扱いをさせていただくことが当面は妥当なのかなということが私どもの念頭にあ

ったということでございます。 

 今後、当然、会社の組織のあり方といったようなこと自身も、今までも何度も国土交通

省の中でも議論が起こったりまた消えちゃったりというのをずっと繰り返してきている状

況ではございます。先ほどＰＰＰだとか、あるいは今後の成長戦略の議論の中で、そうい

った話も当然出てこようかと思いますので、今後の中長期的な課題として扱わせていただ

きたいと思いますし、また、そういった場面で、先生方のご意見なりお知恵も拝借する場

面が出てこようかと思いますので、引き続きそこを忘れずに、私も覚えておりますし、羽

藤先生ももしいろいろ知恵がありましたら、また教えていただければ幸いかなということ

でございます。 

 効率的な運用自身、実際これで大丈夫なのかということでございますが、先ほどご紹介

をさせていただきましたように、この事業評価の責任分担は、今後とも一応直轄で、国が

有料分も含めて全体に責任を持つということで進めさせていただきたいということで、一

応、１ページ目のところで、事業許可後も、そこの部分に関しては直轄が毎年度公表させ

ていただく、国のほうが事業がどれだけ進んでいるか、毎年の投資はどれだけ進んでいる

のか、あるいは責任分担が崩れるような状況になってきているのかどうかということも含

めて、まずは国のほうがそこの部分に関しては責任を代表として持たせていただいて、事

業を進めさせていただければということのご提案でございます。 

【縄田高速道路課長】  引き続きまして、償還の可能性とかということで大丈夫なのか

とかいうご質問がございました。ちょっと通り一遍で恐縮ですけれども、特に会社ごとに

当然毎年決を打ってチェックをしますし……。 

【家田部会長】  より具体的には原田先生からこれを……。 
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【縄田高速道路課長】  それもご説明させていただきます。大きな変動があれば、機構

と会社の間で協定を変更する形で償還ができる形でそれぞれ計画を変更していく、こうい

う大きな流れはございます。 

 それから、原田先生からご質問ございました、これは９ページを例にしてざっとご説明

させていただきますと、９ページ左側が機構の収支、右側が会社の収支となっておりまし

て、会社のほうから、右側からいきますと、会社が、新たな資産形成に係る部分というこ

とで、みずから有利子借入金というものをしながら、赤いところですが、新設改築を行う。

これは収入は会社が借入金を借入します。それで支出は建設を行う。ここのところでは２

４年と２６年にそれぞれ供用がセットされておりますけれども、２５年から収入が入るこ

とになっておりますけれども、供用されますと、左端の３つの欄に集約されますが、料金

収入が入り、それから維持管理費、それから料金収入に係る経費、これは計画管理費、こ

れを引いたものが貸付料という形で残ります。これは青い部分です。これを毎年、左側に

行きます機構に支払いをする、こういう見方になってございます。会社からは、供用する

タイミングで有利子借入金をすべて機構のほうに引き渡す形になっていますので、機構の

ほうの明細を見ていただきますと、供用した後の年から、２５年度から有利子借入金が未

償還残高として計上されまして、以後の償還は、一応機構のほうでチェックをしていく、

こういうような流れになってございます。機構はこの収入と未償還残高をチェックする、

こういう見方になってございます。詳しい内容がまたございましたら、後ほどご説明させ

ていただきます。よろしいでしょうか。 

【家田部会長】  ありがとうございます。 

 もうちょっと議論してもらいますけれども、きょうの議題としましては、このご提案の

ありました２件についての事業主体と施行区分について妥当か妥当じゃないかというのを

ご判断いただくとともに、こういうものをこういうパブリックな場で検討するのは初めて

のことなので、これからも出てくると考えますと、決める際の附帯意見として、こういう

ことを今後もうちょっと勉強してくださいとかしましょうねとか、そんなようなことも入

れたっていいと思いますので、そんなことも前広にお考えになりつつさらにご発言いただ

けたらと思います。 

【太田委員】  まず、審議事項に関しまして私は賛成であります。この方向で進めてい

くべきだと考えております。 

 それは前提として、３点ほど申し上げたいのですけれども、今回の問題は、これまでは
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道路局内で検討していたものを、よりオープンに議論するべきであると、大臣のほうから

この件に関して検討しなさいという諮問があり、道路分科会のほうからこちらのほうに振

られてきたということがあって、少しやり方について若干混乱があったのかなと思います。

そこで、羽藤先生のご議論を受け取ると、これは当然、主体の選定と有料道路の範囲とい

う、投資額の２つのものをセットで議論することだなとは思うのですが、その一方で、例

えば本日議論にはなっておりませんが、東関道の大栄と松尾横芝の間ですか、もしかした

ら、この部分の有料道路主体は、本来ここで先に決めておいて、後々のこの部会において

投資額を決めるという２段階にするべきなのかもしれませんし、それは実は合併施行自体

をどう活かすかということに関連してまいりますので、別途合併施行のありようをどう考

えるかということが重要だと思います。私自身は、合併施行というのは極めて有効な手段

であり、つまり利用者に負担を求める部分と公共が負担すべき部分の役割分担ということ

でありますので、今後より有効に使うべきだと考えますので、別途、基本政策部会等々で、

あるいは道路分科会で議論すべきだろうと考えております。その上で、この部会において

どこまで議論をするかということを考える必要があるかなと考えております。 

 それから２点目は、この評価のやり方についてしっかり検討しなければならないと思い

ます。それはやはり外環の問題があって、外環の場合は、一応３社が意向を出されている

ということになりますと、その事業主体をどう決めるかという話、そしてそれがもしかし

たら有料道路の範囲ということに関連してくるかということになりますので、この合併施

行のありよう等を含めてしっかり検討するべきだろうと思います。 

 ３点目なのですけれども、先ほど償還期間のことをお聞きしたのは、もし外環をやると

すると、始まるのが少し先になる。そう考えると、有料道路事業の償還期間がかなり短く

なる。そうしますと、公共側の負担のほうが大きくなる。そのバランスの議論からすると、

この６２年８月という期限というものは本当にフィックスなものなのかどうかということ

は別途議論する必要があると考えております。 

 最後にちょっと１点、要望になるのですけれども、高速自動車国道は１００％有料と無

料しかないということなのですが、今般のように、無料化実験をやるとすると、あるいは

料金割引を機構の債務を抜いてやっているということは、結果としては合併施行と同じ効

果になるので、このあたりも含めて、有料道路事業と国の公共側の負担の関与のバランス

の議論というのは、しっかり再構築しなければならないと本日の議論を聞いていて思いま

した。 
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まず、審議事項に関しまして私は賛成であります。この方向で進めていくべきだというふ

うに考えております。 

【家田部会長】  そこに書いてある無料というのは、今先生が言ったのとは違う無料で

すね。 

【太田委員】  これは新直轄ですね。 

【家田部会長】  ああそうか。 

 田村先生はいかがですか。 

【田村委員】  私もきょうの審議事項に関しては、この案で賛成であります。主体の話

に関しては、もう皆さんがおっしゃったとおり、有料の連続性から考えると、しかも他社

から希望もなくＮＥＸＣＯのほうでやりたいという意思も確認されますので、その意味で

は、主体に関しては全く問題なく、この方向で考えるべきだろうと考えます。 

 それからもう１つの償還に関しては１つ確認とお願いです。この区間をどうして決めた

のかということを示せないでしょうか。ジャンクションで決めるとか、技術的な部分で決

められており、ちゃんと理屈がつくと思うんです。 

【家田部会長】  ありがとうございます。 

 じゃあ私も幾つか意見を申し上げて、その後、皆さんで議決していただくようにしまし

ょう。 

 感想を幾つか言うと、もうすぐ開業、開通ですよね。開通のこんな間際になってこうい

うことを決めるのかなという感触。もっと最初から決めてやらなきゃ変な感じがするとい

う、これは直感的な感覚です。何かぎりぎりになってさあどうしようかと決めているよう

なね。これは感覚的に違和感がないではない。 

 それから、いわば利用者の負担とそうでないものをブレンディングしてそしてやってい

くという自由度の高いやり方だから、これ自身はトレンディーだと思うのでいいと思うん

ですが、その区分の仕方を施行区分という、割合野暮ったい、野暮ったいが言い過ぎなら

土木っぽい、ここから上という、その上というのも何か盛り土の中に線が入っているとい

う感じのおもしろいやり方で、ひょっとしたらこれはすごい知恵なのかもしれないし、す

ごく変なのか、その辺は何とも言えないんですが、例えば、整備新幹線の上下分離とか、

いろんなものがありますよね、そういう種類の費用負担については。つまり利用者の負担

と税金の負担。そこのところを、今、太田先生が言った料金を下げることに対するバック

アップをするというのも、また別の意味でのブレンディングだし、何かその中でこの方式



 -39-

が一番適切なのかどうかというのは、ちょっとチェックが要るんじゃないかなという感じ

を持ちました。 

 それから３番目は、主体の判定の考え方は、この辺のエリアはあの会社だからこれだも

んねということでやっているわけで、これはわからんでもないんだけれども。どうなんで

すかね、この部分だけ何か別の会社が、外国の会社あたりが、ぜひオペレーションをやら

せてくれと。それで、仮に国のルールとして、そんな会社が入ってきても料金の収受の仕

方、つまりＥＴＣみたいなものが統一でできるようなクライテリアをつけておけば、それ

だってできないことじゃないし。とか考えると、これからは検討しなきゃいけない課題な

んだなという感じがしています。 

 最後に、やはり今ここで決めようとしているものは、料金は周りの近所と比べてえらい

高いのもえらい安いのも変だから、まあそれはフィクスしましょうねと。かといって、交

通量の限度があるからそれだけで賄えるわけじゃないね、だからブレンディングだよとい

う、おのずから比率が決まっちゃうようなことになっているんだけれども、そこのところ

のブレンディングの理念みたいなものはやはり要るんだなというような感触を持ちました。 

 いずれにしても、どれもたった今再検討できるようなことじゃないので、今回は、わか

りましたというふうな私自身も意見なんですが、この合併型の、つまりブレンディング型

の事業については、いろいろこれからも勉強しなきゃいけないねという感じは持ちました。 

 もう１つだけ言うと、これで、きっとこんな交通量でしょうというものに基づいてやっ

てみるとこういう区分になるということなんだけれども、その後、交通量違うじゃない、

もっとずっと多かったじゃないとなると、いや、ちょっと税金はほかのところでは少し抜

かなきゃいけないかなとなってきたり、あるいは足りなかったら、それはじゃあほかの区

間の利用者が過大に負担していることにもなるからまずいよねみたいになって見直すとか、

ほんとうに見直すかどうかは別ですが、少なくともフォローアップみたいなものは、事後

評価をどうせそのうちやるでしょうから、そういうときにもチェック項目として入れるべ

きじゃないかななんていうふうに思いました。 

 加えてご発言ございますか。 

【羽藤委員】  家田先生の２つ目の点に関して、何か上物と下物を分けるということに

関して、前半のほうの話の中で、何か地域安全保障みたいなことを考えると、多分サービ

スエリアであるとか道の駅等が非常に防災機能として有効に機能したということを考える

と、そこの部分はむしろパブリックで何かもう少し考え方を改めていくというふうに考え
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ると、上物のところでも、多分やはり、パブリックがちゃんとメンテも含めて見ていかな

いと機能が保たれないのではないかというような考え方も当然あるとは思うんですね。た

だそうすると、この上の赤側のところと下側のところの考え方というのは、ひょっとした

ら上の赤側のところにも何らかの形でパブリックが入るような形にしていかないと何かい

けないような気がするということです。 

【家田部会長】  おそらくそれも費用負担のところでの話もあるかもしれないけれども、

計画論のところでそういう要素があるかもしれませんね。 

 ありがとうございました。それでは、これはどうですか、大体妥当であるということで

ご納得、合点していただけますということで。 

（「はい」の声あり） 

【家田部会長】  ではそういうことにさせていただいて、部会の意見としては、今提案

があった圏央道と東海環状道路の事業主体、施行区分については妥当であるというふうに

させていただこうと思います。ただ、附帯意見としまして、これからのこういう合併方式

による道路の整備について、どういうあり方がいいのかなということについてよく勉強す

ることとか、あるいはフォローアップをすること、もうちょっとちゃんとした文言で言っ

てもらえると思いますけれども、そういうのを附帯意見をつけるということでよろしいで

すか。詳しい内容は、今、多々先生に言っていただいたようなことを具体的内容というふ

うにするというふうにしたいと思いますが、よろしいですか。ありがとうございます。そ

れでは、そういうことにさせていただきます。 

 これで議事は以上でございますけれども、皆さんからは何か発言は加えてございますか。

よろしいですか。 

 ちょっと読まなきゃいけないところがありまして。この部会の議決は、社会資本整備審

議会運営規則第９条第３項により分科会長が適当と認めるときは分科会の議決とすること

ができます。本日の議決は、分科会長としてこれを適当と認め、分科会の議決とさせてい

ただき、分科会から社会資本整備審議会への報告、社会資本整備審議会から大臣への答申

の手続を進めさせていただきます。 

 また、今回の資料と審議結果については、道路分科会委員に報告させていただきますと

いうことでございます。 

 それでは、議事進行を事務局にお返しいたします。 

【内海総務課長】  ご熱心なご議論をほんとうにありがとうございました。 
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 本日の議事録につきましては、後日、委員の皆様に議事録の案を送付させていただきま

して、ご同意をいただいた上で公開いたします。また、近日中に速報版ということで簡潔

な議事録を国交省のホームページで公表させていただきます。 

 それでは、以上をもちまして閉会とさせていただきます。本日はまことにありがとうご

ざいました。 

【家田部会長】  どうもご苦労さまでした。 

 

── 了 ── 


